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 市の特性に配慮し、中長期的な視点で「ゆるやかな誘導」を図りながら「コンパクト＋ネットワー
ク」の都市づくりを推進する。

 立地適正化計画策定により実行可能となる各種支援メニューを活用し、関連業務との連携によ
り市街地の活性化を目指す。

 市の基幹的な産業基盤である農地の保全と併せて、白地地域の無秩序な宅地化（スプロール
化）の抑制に資する計画づくり

≪立地適正化計画の基本的な考え方≫

着眼点１ 中野市版コンパクトシティの構築

着眼点２ 北信の拠点都市としての都市機能集積とネットワーク形成

着眼点３ 災害リスクを踏まえた安全なまちづくりの推進

【ステップ１】誘導施設の設定

 本市においても令和元年度の台風19号では浸水被害を受けたこともあり、防災対策は全市を挙
げて取り組むべき課題。「国土強靭化計画」など、国や県の動向を踏まえた計画づくり（防災指
針：令和3年度から策定義務付け ）

【ステップ２】誘導区域の設定

【ステップ３】誘導施策の設定

≪誘導区域の設定イメージ≫

行政区域面積の7割を占め、集落が
点在する都市計画区域外の取扱い

広域交通の玄関口とな
るIC周辺の顔づくり

幹線道路沿道の商業
集積地と中心市街地の
機能分担や連携方策

浸水被害地及び浸水想
定区域における減災・防
災対策

豊田地区「小さな拠点」
事業の推進

用途白地地域における
農地の保全と無秩序な
宅地化への対応

街なかの空き地の活用方策

郊外部のニュータウンに
おける住民高齢化への
対応

浸水想定
（L2）
3m以上

2015年
(国勢調査)

2040年
(社人研推計準拠)

豊田地区と市街地の連
携強化に資する道路整
備推進（豊田中野線）

≪特性課題図≫

≪人口分布の将来予測（100mメッシュ別人口の推移）≫

 将来的には、市街地
及びその周辺地域
における人口密度
の低下により、市民
の暮らしを支える都
市機能施設の維持
が困難になるおそれ
があります。

 定住自立圏の暮らしを支えるうえで、商業・業務のほか、医療・福祉や教育・文化等の各都市機能
の維持や効率的な配置を考慮

 公共交通網については、信州中野駅は圏域における交通結節点であり、効率的なネットワーク形
成や利用の増進等の課題への対応を見据えた計画づくり（地域公共交通計画との連携も視野）

 立地適正化計画及び都市計画マスタープランの作成を通じこれら課題の解決に向けて方策を検討していきます。

ターゲット 対象エリア 活用可能な国の支援メニュー例

都市機能 都市機能誘導区域
・都市再生整備計画事業
（社会資本整備総合交付金）

居 住 居住誘導区域 ・低未利用土地権利設定等促進計画制度

公共交通 居住誘導区域
・都市構造再編集中事業
・まちなかウォーカブル推進事業

防 災 居住誘導区域
・都市構造再編集中事業
・都市再生区画整理事業

土地利用
規 制

居住誘導区域外
・居住調整地域
・特定用途制限地域

 中心市街地において維持・誘導を図る都
市機能施設を選定

 中心部と郊外部での都市機能分担の明
確化

 誘導施設の立地状況や､法律上誘導区
域が設定できない除外エリアを考慮した
上で､具体的な範囲の検討

 誘導区域外の方向性（都市計画MPへ）

 立地適正化計画を策定することにより活
用可能となる国の各種支援メニューの導
入も視野に入れながら、誘導施策を検討

用途地域指定区域
公共交通徒歩圏（鉄道、バス）

居住誘導区域
（中心拠点周辺の一定の人口のまとまりのある居住地域）

都市機能誘導区域
（誘導施設が立地・集積する中心拠点）

誘導施設
誘導施設

誘導施設

除外エリア

工業系用途地域
（法定事項）

災害リスクの高い区域
（法定事項）

≪誘導区域の設定イメージ≫
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計画の体系 立地適正化計画は､都市計画MPの高度化版としての位置づけ

検討の手順 基本的には立地適正化計画の検討を先行し､その内容を都市計画MPに反映

計画の対象区域
都市計画MP：中野市全域＋５地域単位
立地適正化計画：中野都市計画区域 (誘導区域の設定は､用途地域内が対象)

中野市立地適正化計画 中野市都市計画マスタープラン

1.関連計画等の整理

 分野別に関連計画･施策を整理

2.中野市の現状分析

 人口や土地利用､都市機能施設等の基礎
的データを収集･作成

3.課題の整理

 現状分析結果を踏まえ､解決すべき課題を
整理

4.基本方針の検討

 中心拠点や地域拠点の配置方針を検討し､
各拠点間を連結する公共交通軸を検討

5.誘導区域等の検討

 国の基準を踏まえ､｢誘導施設｣､｢都市機能
誘導区域｣､｢居住誘導区域｣を設定

6.防災指針の検討

 市全域を対象として､５地域単位で災害リ
スクや課題の分析､防災･減災施策を検討

7.誘導施策の検討

 居住や都市機能の維持･誘導を図るため
に具体的な施策を検討

 誘導区域外に対応する施策を検討

8.目標値等の検討

 定量的な目標値と､目標値の達成により期
待される定量的な効果を検討

1.現行計画の評価･検証

 目標人口等の達成状況等を整理

 国や県の計画を整理し､現行計画見直しの
視点を整理

2.課題の整理

 自然条件､社会条件､土地利用状況､規制
等の現状を分析し､課題を抽出

3.見直しの方向性整理

 現行計画の評価･検証結果､課題を踏まえ､
計画の見直し方針を整理

4.基本理念等の再検討

 市が目指すべき将来像・まちづくりの理念､
将来の目標人口フレームを検討

5.全体構想の策定

【将来都市構造】ゾーン、拠点、軸
【分野別整備方針】土地利用､道路､交通体系､

環境保全･景観形成､都市防災

6.地域別構想の策定

【地域区分】５地域
【構 成】将来都市構造､分野別整備方針

7.実現化方策の策定

 計画が機能的に運用できるよう､具体的な
方策を検討

【共通】住民意向の把握

 都市政策の現状認識、将来の重要度、都
市整備への要望等についての意向を把握

PDCAサイクルの運用に
関して整合を図る

図面ベースの基礎的
データを最大限活用

都市計画上の課題の
共有

立地適正化計画に係る
住民意向の反映

将来像や理念の整合

誘導区域等の
位置づけ反映

防災指針を反映
(特に誘導区域外)

誘導区域外の施策を反映

整理された関連計画から
必要なものを選定

目標値の整合

事
務
局

都市計画課

受注コンサル

現状や課題等の分析

庁内会議

分析結果の共有⇒データを有効活用した政策(施策)の展開

危機管理課
(防災関連)

子育て課
(子育て関連)

農業振興課
(農業関連)

商工観光課
(観光関連)

道路河川課
(インフラ関連)

その他各分野に関連する各課

データ
提供依頼

データ
提供

共有

必要に応じて､各課の個別ヒ
アリングの実施も検討

防災指針
とは

居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地及び立地の誘導を
図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針

ステップ１
災害リスク分析及び防災上の課題整理 【５地域単位】

ステップ２
各課題に対応する取組方針(災害リスクの回避、低減)の検討 【５地域単位】

ステップ３
具体的な施策、施策の実施時期、定量的な目標値の検討 【５地域単位】

都市計画MPとの
連携

都市計画 MP
の全体構想､
地 域 別 構 想
(都市防災の
方針)へ反映

 防災リスク(風水害、土砂災害、地震等)と都市の情報を可視化し、課題を抽出

 回避対策（開発規制､移転促進等）、低減対策（避難路の整備、建物構造規制等）

 実施対策の図上表記、実施時期の目標（短期・中期・長期）、目標値設定

 本計画は関連分野が多岐にわたることから、行政組織を横断した全庁あげての計画づくりを実施

《連携手法》

計画策定
初期

≪計画策定段階≫ ≪住民意向の把握･反映手法≫ ≪情報発信の取組≫

計画策定
途中

■住民意向の把握
【手法】住民アンケート調査

計画案の
完成段階

■住民意向の反映
【手法】庁内会議等による住民意向の反映方針の検討

■住民意向の反映結果の共有
【手法】地区別説明会、パブリックコメント
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【手法①】
広報なかの

【手法②】
市ホームページ

 計画への反映を意識した設問構成の検討

 郵送配布･回収に加えて､若い世代の回収率向上を目的とし
て､「ながの電子申請サービス」を活用したWeb回答の実施

 地区別住民説明会は、地域別構想における地域区分「５地区」
単位で全２回実施

 説明会の実施にあたっては､市の方針に準拠し、必要な感染対
策を講じる。

 調査結果の分析にあたっては、回答者属性（年代、居住地、
居住歴等）とのクロス集計やポートフォリオ分析を実施

 調査結果は別途報告書に整理し庁内で共有

市内在住者
3,000人を対象

 計画の策定段階に応じ
て､「広報なかの｣と｢市
ホームページ｣により、
情報発信を行います。

（広報原稿､市ホームペー

ジ掲載原稿､掲載データの
作成支援を実施）

インターネットGIS
（WebGIS）を活用した現

状の見える化を図り、
住民説明会等での活
用を通じて、地域課題
等への理解醸成を図る

用途地域及びその周辺地域では、千
曲川の氾濫（L2）による浸水は想定され
ない（但し、夜間瀬川の氾濫（L2）による
50cm未満の浸水想定区域が広く指定）

千曲川の氾濫（L2）による10～20m未満の
浸水が1週間続くと想定される水害リスクの
特に高いエリアが、用途地域外に広く分布

豊田地域には、「土
砂災害警戒区域」が広
く分布

中野市の立地適正化計画及び都市計画MP策定にあたっての
最重要課題は、市内に広く分布する災害リスクへの対応（防
災指針策定）
⇒ 3Dによる「見える化・わかる化」で、市民と認識を共有


